
1 

平成 30 年度（第７期）介護保険事業の実績について 
 

 第７期（平成 30 年）の介護保険事業について、主なものは以下のとおりである。 

１ 高齢者数および認定者の状況について 

(1) 高齢者数および要支援・要介護認定者数の推移  

  高齢化の進行に伴って、高齢化率は年々上昇を続けており、平成 29年度で 21.33％、平成

30 年度で 21.6％と上昇した。 

また、市の要支援・要介護認定者数も年々増加していたものの、平成 29 年度では減少し

ている。これは、平成 29 年度から開始した総合事業の影響を受けたものと考えられる。 

平成31年３月末時点の出現率（第1号被保険者に占める要介護等認定者の割合）は16.25％

で、昨年度より上昇した。 

 ■グラフ１ 高齢者数および認定者数の推移 

 
 ■表１ 高齢者数および認定者数の推移 

 

※人口・高齢者数は各年度４月１日時点の実績を基準として算出 

※第１号被保険者数、要支援・要介護認定者数は「介護保険事業状況報告」月報３月分 

第７期

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

人口 77,171人 77,942人 78,685人 79,427人 80,112人 80,867人 81,467人 82,148人 82,769人 83,313人

高齢者数 13,031人 13,252人 13,824人 14,528人 15,385人 16,142人 16,713人 17,229人 17,657人 17,993人

高齢化率 16.89% 17.00% 17.57% 18.29% 19.20% 19.96% 20.52% 20.97% 21.33% 21.60%

第1号被
保険者数

13,010人 13,227人 13,797人 14,506人 15,361人 16,124人 16,685人 17,177人 17,602人 17,925人

認定者数 2,096人 2,180人 2,260人 2,401人 2,581人 2,754人 2,882人 2,939人 2,827人 2,913人

出現率 16.11% 16.48% 16.38% 16.55% 16.80% 17.08% 17.27% 17.11% 16.06% 16.25%

64歳以下
数

64,140 64,690 64,861 64,899 64,727 64,725 64,754 64,919 65,112 65,320

各年度末
第４期 第５期 第６期

資料２ 
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(2) 要支援・要介護認定者数等 

ア 要支援・要介護認定者数（第２号被保険者含む）の推移 

    要介護度別の構成比をみると、要支援１および要支援２については、平成 28 年度まで 

   は増加傾向であったが、平成 29 年度からの総合事業の実施により、平成 29年度には一転 

減少している。一方、要介護１については、概ね増加傾向である。要介護２、要介護４は 

増減を繰り返し、要介護３、要介護５は緩やかに減少している。 

 ■グラフ２ 要支援・要介護認定者数（実績値）の推移 

 

■表２ 要支援・要介護認定者数（実績値）の推移 

 

※要支援・要介護認定者数は「介護保険事業状況報告」月報３月分 

※第２号被保険者(40 歳～64 歳以下)を含む 

実績値 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計

人数 134人 216人 517人 356人 379人 249人 245人 2,096人
分布率 6.39% 10.31% 24.67% 16.98% 18.08% 11.88% 11.69% 100.00%

人数 158人 235人 433人 407人 394人 297人 256人 2,180人
分布率 7.25% 10.78% 19.86% 18.67% 18.07% 13.62% 11.74% 100.00%

人数 206人 223人 448人 439人 390人 299人 255人 2,260人
分布率 9.12% 9.87% 19.82% 19.42% 17.26% 13.23% 11.28% 100.00%

人数 220人 261人 516人 465人 399人 320人 220人 2,401人
分布率 9.16% 10.87% 21.49% 19.37% 16.62% 13.33% 9.16% 100.00%

人数 251人 267人 565人 519人 438人 325人 216人 2,581人
分布率 9.72% 10.34% 21.89% 20.11% 16.97% 12.59% 8.37% 100.00%

人数 325人 284人 658人 536人 435人 323人 193人 2,754人
分布率 11.80% 10.31% 23.89% 19.46% 15.80% 11.73% 7.01% 100.00%

人数 417人 287人 729人 532人 420人 301人 196人 2,882人
分布率 14.47% 9.96% 25.29% 18.46% 14.57% 10.44% 6.80% 100.00%

人数 496人 341人 741人 458人 412人 291人 200人 2,939人
分布率 16.88% 11.60% 25.21% 15.58% 14.02% 9.90% 6.81% 100.00%

人数 315人 299人 838人 469人 395人 324人 187人 2,827人
分布率 11.14% 10.58% 29.64% 16.59% 13.97% 11.46% 6.61% 100.00%

人数 346人 340人 847人 475人 394人 318人 193人 2,913人
分布率 11.88% 11.67% 29.08% 16.31% 13.53% 10.92% 6.63% 100.00%

H21

H24

H27

H30

H22

H23

H25

H26

H28

H29
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イ 平成 30 年度要支援・要介護認定者数の年齢別の推移 

   平成 29 年度から平成 30 年度にかけて、75 歳以上の認定者数の伸び率が大きい。これは、

出現率（第１号被保険者に占める要支援・要介護認定者数の割合）が高い 75 歳以上の後期

高齢者について、第１号被保険者数に占める割合が年々多くなっていることが要因である

と考えられる。 

   どの年齢区分においても、要介護１認定者数の占める割合が多い。 

  

 ■グラフ３ 年齢別 要支援・要介護認定者数の推移 

 

 

■表３ 平成 30 年度の年齢別 要支援・要介護認定者数 

 

 

■表４ 前期・後期高齢者の推移 

 

年齢区分 要支援１ 要支援２ 要介護 １ 要介護 ２ 要介護 ３ 要介護 ４ 要介護 ５ 計

６５～７４歳 58人 54人 92人 45人 41人 33人 22人 345人

７５歳以上 276人 280人 734人 419人 344人 280人 169人 2,502人

４０～６４歳 12人 6人 21人 11人 9人 5人 2人 66人

　　　計 346人 340人 847人 475人 394人 318人 193人 2,913人

前期高齢者（人)
65歳以上75歳未満

割合
後期高齢者（人)

75歳以上
割合 計

H25 8,634 56.2% 6,727 43.79% 15,361

H26 9,143 56.7% 6,981 43.30% 16,124

H27 9,380 56.2% 7,305 43.78% 16,685

H28 9,503 55.3% 7,674 44.68% 17,177

H29 9,581 54.4% 8,021 45.57% 17,602

H30 9,480 52.9% 8,445 47.11% 17,925

※第１号被保険者数は3月末時点の「介護保険事業状況報告」月報

年度
第1号被保険者数



4 

 

ウ 要支援・要介護認定者数の推計値との比較 

   要介護等認定者総数は、平成 30 年度推計値 2,947 人に対して、平成 30 年度９月末の実績 

  値は 2,874 人、３月末の実績値は 2,913 人となっており、推計値を下回っている。認定者数 

の構成比をみると、計画では、要介護３以上の中重度者が伸びると見込んでいたが、実績値 

では、要介護１以下の軽度の認定者が多くなった。要介護度別の構成比としては、要介護１ 

の割合が最も多い。 

 

■表５ 平成 30 年度の要支援・要介護認定者数の実績値と推計値の比較 

 

 

 

■グラフ４ 平成 30 年度の要支援・要介護認定者数の実績値と推計値の比較 

 

 

 

 

 

平成30年度 項目 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定者数

人数 320人 328人 850人 480人 389人 317人 190人 2,874

分布率 11.13% 11.41% 29.58% 16.70% 13.54% 11.03% 6.61% 100.00%

人数 346人 340人 847人 475人 394人 318人 193人 2,913

分布率 11.88% 11.67% 29.08% 16.31% 13.53% 10.92% 6.63% 100.00%

人数 397人 294人 837人 486人 394人 321人 218人 2,947

分布率 13.47% 9.98% 28.40% 16.49% 13.37% 10.89% 7.40% 100.00%

実績値(年度末)

計画推計値

実績値(9月末)
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(2) 平成 30 年度の認定申請状況 

    認定申請について、平成 29 年度は総合事業開始の影響で、新規申請が 100 件程度減少し

ており、また、更新申請についても、有効期間が２年更新の狭間であるため、件数が減少し

た。平成 30 年度は、新規申請が増加しているが、これは第１号被保険者数の増加が要因で

あると考えられる。また、平成 30 年度は２年更新の年であるが、制度改正により要支援・

要介護認定の有効期間の上限が従来の 24 か月から最大 36 か月に変更となった影響により、

更新件数は微増となった。 

 

■表６ 平成 30 年度の要支援・要介護認定申請件数の推移 

  

 

■表７ 平成 30 年度の要支援・要介護認定審査会開催状況 

  

平成30年度 （単位：件）

月 新　規 更　新 変　更 計

平成25年度 661 1,864 309 2,834

平成26年度 596 1,900 310 2,806

平成27年度 667 1,501 417 2,585

平成28年度 703 1,853 469 3,025

平成29年度 612 1,409 495 2,516

４月　 52 102 54 208

５月　 63 120 41 224

６月　 63 142 38 243

　７月　 56 122 33 211

８月　 61 109 50 220

９月　 41 110 40 191

１０月　 60 97 47 204

１１月　 56 91 42 189

　１２月　 48 119 41 208

１月 　 64 178 49 291

２月　 74 84 43 201

３月 　 59 143 43 245

計 697 1,417 521 2,635

平均 58 118 43 220

平成30年度 （単位：件）

月 審査件数 開催回数 １回平均件数

平成25年度 2,657 99 26.8

平成26年度 2,777 98 28.3

平成27年度 2,721 99 27.5

平成28年度 2,879 99 29.1

平成29年度 2,527 96 26.3

４月　 212 8 26.5

５月　 230 8 28.8

６月　 208 8 26.0

７月　 201 8 25.1

８月　 230 10 23.0

９月　 193 7 27.6

１０月　 161 7 23.0

１１月　 233 10 23.3

１２月　 196 8 24.5

１月　 141 8 17.6

２月　 194 8 24.3

３月　 209 7 29.9

計 2,408 97 24.8

平均 201 8
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２ 介護サービスの利用について 

(1) 施設サービスの状況 

  介護老人福祉施設は、平成 21年度から増加傾向であったが、６期の平成 27 年度以降、横 

ばいの状況である。介護老人保健施設は、近隣市に開所されたことも影響し、平成 27年度以 

降、大きく増加したが、平成 30 年度は減少に転じた。介護療養型医療施設は、平成 26 年度 

以降、増減を繰り返している。 

 

■グラフ５ 施設サービス給付人数（延べ人数）の推移 

 

    

 ■表８ 施設サービスの年間給付人数（延べ人数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

第7期

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

介護老人福祉施設 2,134人 2,312人 2,262人 2,482人 2,482人 2,503人 2,401人 2,325人 2,437人 2,533人

介護老人保健施設 1,093人 1,111人 1,252人 1,433人 1,370人 1,297人 1,477人 1,654人 1,801人 1,622人

介護療養型医療施設 474人 264人 297人 316人 346人 355人 262人 172人 315人 152人

合計 3,701人 3,687人 3,811人 4,231人 4,198人 4,155人 4,140人 4,151人 4,553人 4,307人

施設名
第６期第４期 第５期
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(2) 居宅サービスの状況 

  居宅サービスにおいて、訪問介護、訪問看護については、やや利用が伸びている。短期入 

所生活介護は、横ばいの状況である。 

 通所介護については、制度改正により平成 28年４月から定員 18 名以下の事業所が地域密 

着型サービスに移行したため、平成 28 年度に大幅に減少となっているが、地域密着型通所介 

護と合わせると増加傾向である。 

 

■グラフ６ 居宅サービスの年間給付回数（延べ回数）の推移 

 

  

■表９ 居宅サービスの年間給付回数（延べ回数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７期

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

訪問介護 57,197 57,758 62,609 60,693 58,254 61,042 62,334 66,025 64,759 66,980

訪問看護 13,074 15,049 16,631 16,661 16,615 17,509 18,871 20,884 22,833 23,431

通所介護 80,838 87,465 93,473 97,023 104,123 113,018 121,697 85,264 79,856 80,695

短期入所 21,925 19,711 20,865 22,066 22,499 23,887 21,327 21,545 21,751 22,071

介護サービス種別
第４期 第５期 第６期
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(3) 地域密着型サービスの状況 

  地域密着型サービスにおいて、地域密着型介護老人福祉施設、認知症対応型グループホー

ム、小規模多機能型居宅介護は、施設整備に応じて、概ね年々利用が伸びている。一方、定

期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用については、平成 27年度以降徐々に減少傾向にあり、

平成 30 年度もわずかに減少した。  

 

■グラフ７ 地域密着型サービスの年間給付・人数（延べ人数）・回数（延べ回数）の推移 

 

 

 

■表 10 地域密着型サービスの年間給付・人数（延べ人数）・回数（延べ回数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

第７期

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
密着型介護老人福
祉施設 242人 241人 241人 241人 237人 442人 499人 570人 581人 585人

認知症対応型ｸﾞﾙｰﾌﾟ
ﾎｰﾑ 533人 583人 557人 587人 708人 978人 1,007人 1,050人 1,080人 1,068人

認知症対応型通所
介護 6,237回 7,534回 7,438回 7,500回 7,446回 7,535回 7,834回 7,902回 8,998回 9,331回

小規模多機能型居
宅介護 402人 426人 540人 739人 957人 587人 581人 606人 890人 1,000人

定期巡回・随時対応 107人 203人 145人 132人 112人 100人

地域密着型通所介
護 39,051回 43,360回 44,875回

介護施設
第４期 第５期 第６期

平成12年度～平成17年度は居宅サービスに含まれる。
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３ 介護保険財政の状況について 

(1) 介護給付費の推移 

  介護保険会計の歳出の状況について、歳出の大半を占める介護給付費はほぼ右肩上がりで 

増加し続けている。 

平成 28 年度については、小規模デイサービス分が居宅サービスから地域密着型サービスに 

移行した分、居宅サービスが減少し、地域密着型サービスが増加している。 

平成 30 年度については、８月から自己負担３割の導入があり、低い伸び率となった。また、 

要介護度の軽度化の傾向に伴い、介護給付費は計画値を下回っている。 

 

■グラフ８ 介護給付費の推移 

 

■表 11 介護給付費の推移 

（千円）

年度 施設サービス 居宅サービス
地域密着型
サービス

その他
サービス

合計 伸び率 計画値 対計画値

H21 933,928 1,711,967 307,321 139,762 3,092,978 9.3% 3,042,347 101.66%

H22 889,459 1,830,788 341,996 150,885 3,213,128 3.9% 3,248,673 98.91%

H23 973,550 1,962,609 356,209 168,770 3,461,138 7.7% 3,414,276 101.37%

H24 1,069,396 2,016,864 410,984 188,868 3,686,112 6.5% 3,601,520 102.35%

H25 1,051,680 2,134,102 476,616 194,641 3,857,039 4.6% 3,844,007 100.34%

H26 1,054,519 2,287,851 539,033 205,745 4,087,148 6.0% 4,050,256 100.91%

H27 1,068,593 2,312,218 562,551 216,082 4,159,444 1.8% 4,420,931 94.09%

H28 1,055,561 1,998,573 924,502 215,330 4,193,966 0.8% 4,478,578 93.65%

H29 1,131,146 1,954,632 1,049,251 212,019 4,347,048 3.7% 4,659,202 93.30%

H30 1,127,244 1,951,903 1,086,016 211,301 4,376,464 0.7% 4,654,097 94.03%
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(2) 地域支援事業費の推移 

  地域支援費は年々右肩上がりで増加し続けている。特に、介護予防事業費については、 

 平成 29年度の総合事業の開始に伴い、要支援認定者が徐々に事業対象者に移行したこと 

から、大幅に増加した。 

 

■表 12 地域支援事業費の推移  

 

 

(3) 介護保険料の収納状況 

     介護保険料は、第１号被保険者数の増加に伴い、右肩上がりで増加している。 

    平成 30 年度は、収納率がわずかに上昇した。 

 

■表 13 介護保険料の推移  

   

（ 円 ）

年度
総合事業

（介護予防事業）
包括的支援・任意

事業
合計 伸び率 計画値 対計画値

H27 39,609,168 63,943,940 103,553,108 -1.0% 122,548,000 84.50%

H28 42,496,101 108,948,075 151,444,176 46.2% 149,153,000 101.54%

H29 102,796,322 110,502,627 213,298,949 40.8% 164,090,000 129.99%

H30 160,414,815 132,532,761 292,947,576 37.3% 311,843,000 93.94%

（ 単 位 ： 円 、 ％ )

項 　  目 調定額割合 収納率

特別徴収 90.59% 100.00%

普通徴収 9.41% 92.15%

計 100.00% 99.26%

特別徴収 91.39% 100.00%

普通徴収 8.61% 91.13%

計 100.00% 99.24%

特別徴収 92.15% 100.00%

普通徴収 7.85% 92.03%

計 100.00% 99.37%

特別徴収 92.89% 100.00%

普通徴収 7.11% 91.98%

計 100.00% 99.43%

特別徴収 92.86% 100.00%

普通徴収 7.14% 92.60%

計 100.00% 99.47%

調定額　Ａ 収納額　Ｂ

884,806,374 884,806,374

91,862,315 84,650,719

100,526,548 91,613,573

1,167,123,373 1,158,210,398

976,668,689 969,457,093

1,066,596,825 1,066,596,825

1,115,141,625 1,115,141,625

95,030,550 87,457,450

1,210,172,175 1,202,599,075

1,234,024,150

1,267,942,895 1,267,942,895

1,152,886,575 1,152,886,575

88,212,600 81,137,575

97,511,520 90,298,720

1,365,454,415 1,358,241,615

H26

H27

H28

H29

H30

1,241,099,175
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(4) 介護特別会計の決算について 

   平成30年度は、低所得者に対する保険料の軽減を図る中で、第７期守山市介護保険事業 

計画の初年度として、保険料を、基準月額5,500円（年額66,000円）から5,900円（年額70,800 

円）に改定し、高齢者に必要なサービスが適正に提供されるよう、介護保険事業の実施に 

努めた。 

本年度の保険事業勘定の決算額は、歳入5,116,419千円、歳出4,987,563千円、歳入歳出 

差引128,856千円で、歳入では、低所得者への保険料軽減分6,248千円を含む716,178千円を 

一般会計から繰り入れた。歳出では、介護給付費に係る国・県への返還額25,679千円、支 

払基金への返還額2,954千円、地域支援事業に係る国・県への返還額2,072千円、支払基金 

からの追加交付額1,466千円を精算し、財政調整基金に167,664千円を積み立てた。 

介護サービスの給付状況は、居宅サービスが1,951,903千円で対前年度比0.1％減、施設 

サービスが1,127,244千円で0.3％減、地域密着型サービスが1,086,016千円で3.5％増、高 

額介護サービス等が86,627千円、高額医療合算介護サービス等が12,356千円、特定入所者 

介護サービス等が106,966千円となり、審査支払手数料5,353千円と合わせ、合計4,376,464 

千円で、給付費全体としては0.7％、29,416千円の増額となった。地域支援事業費は、介護 

予防生活支援サービス事業費等が160,415千円、包括的支援事業費および任意事業費が

132,533千円で、合計292,948千円となった。 


